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第２節 各国のイノベーションをめぐる状況とその創出の要件 

 

第１節では、世界金融危機後、主要国の成長率が低下している背景には、資本ストッ

クの伸びの低下だけでなくＴＦＰの低下が大きく関わっていることが明らかにされ、現

状をブレークスルーする取組が遅れれば今後の潜在成長率の低下も避けられない状況に

あることも示唆された。一方、主要国のこうしたＴＦＰの変化には、世界金融危機の前

後を通じて特に製造業を中心として総じて研究開発費（以下、Ｒ＆Ｄ支出）による無形

資産の蓄積の影響があることも確認された。 

元来、ＴＦＰは技術進歩による成果を反映し、労働や資本といった生産要素の投入以

上の付加価値をもたらす要素である。こうした技術進歩をもたらすのがイノベーション

活動18 であり、その活動の流れで特にＲ＆Ｄ支出は、イノベーションを創出するための

重要なインプットとなっている19。しかし、イノベーションを創出するインプットは研

究開発費の投入だけでない。例えば、企業の販路拡大（輸出先多様化）努力、新規起業

の活発さ（ベンチャー）、政府政策による民業へのスピルオーバー効果（電子政府）等、

幅広い要素が複合的、相乗的に影響を及ぼしあいイノベーションの成果がアウトプット

や最終的なアウトカムとして現れると考えられる20。 

以下では、まず、イノベーションの実態を多様な指標から国際比較し、更に前節で取

り上げた国のうちで特徴的な動きがみられる分野や事例を取り上げ、その背景にある制

度や政策的取組を探る。 

 

１．各国のイノベーションの成果とその背景 

 

（１） イノベーションの国際比較 

 

イノベーションの実態を多面的に国際比較するために、ここではＷＩＰＯ（World 

Intellectual Property Organization）とＩＮＳＥＡＤ（ビジネススクール）が調査・発表し

ている『The Global Innovation Index 2012 』をみてみる。 
                         
18 イノベーションは、オーストリアの経済学者シュンペーターによって提唱された、「既成の概念を覆すような新規
の技術や材料、生産手段、産業や組織の再編等によってもたらされる革新」という概念である。 
19 イノベーション活動の流れは、インプット（研究開発費の投入等）、アウトプット（特許・知財獲得や製品・サービ

スの品質機能強化等）、アウトカム（生産性や収益等経済効果）の順に整理できる（内閣府（2005）、総務省（2012）

等）。 
20 内閣府（2011）では、研究開発のみならず、グランドの構築、経営組織の改善、人材の質向上も広義ではイノベー
ション活動に含められるとしている。イノベーションは様々な要因や角度から類型化されるが、代表的なものとして、

プロダクト・イノベーションとプロセス・イノベーションが挙げられる。プロダクト・イノベーションは、新製品あ

るいは新サービスの市場への投入として定義され、プロセス・イノベーションは、新プロセスの導入または既存のプ

ロセスの改良として定義される。 
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まず、ランキング総合上位10位の推移をみると、第１節で分析した国は、韓国とドイ

ツを除きすべてランクインしている（第2-2-1図）。また、スイスやスウェーデン等の北

欧諸国や、アジアのシンガポールや香港が安定して上位に入っていることが分かる。一

方で、アメリカは上位に入りつつも、やや順位を下げていることもみてとれる21。 

 

第2-2-1図 イノベーション総合ランキングの推移： 

      ヨーロッパ諸国が上位にランクイン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、同報告書では、世界各国のイノベーションの情況をインプットとアウトプット

の２つの大項目に、更にインプットを５つ、アウトプットを２つの中項目に分けている。

また、それぞれの中項目は更に小項目３つずつから構成されている。すべての項目は、

関連する統計指標やアンケート調査の結果を考慮して、100点満点で点数化されている。 

イノベーションランキング総合上位国を20か国まで広げてそれぞれインプットとアウ

トプットの点数から総合的に比較すると、第１節で分析した国は、いずれもランクイン

している（前掲第2-2-1図）。特にフィンランドや英国がインプット・アウトプット双方

で高い点数をつけているのが目立っている（第2-2-2図）。一方、韓国はインプットの点

数に比してアウトプットが低い状況がみてとれ、この情況は日本も類似している。総じ

てみると、ヨーロッパを中心とした先進国がインプットとアウトプットのバランスが取

れたかたちで上位を占めているといえる。 

 

 

 

 

                         
21 これについて、WIPO-INSEAD（2012）では、教育レベルの低下、移民政策の厳格化、世界金融危機等の影響を原因
として挙げている。また、アメリカ自身のイノベーション創出能力は依然高いものの、近年、アジア新興国やヨーロ

ッパ諸国の追随が相対的にアメリカの地位を下げている要因と分析している。 
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2.“2012”における上位10か国・地域の09年からの推移を掲載。
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第2-2-2図 主要国のイノベーションのインプット・アウトプットの概観： 

韓国や日本はアウトプットが相対的に低評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（i）インプットが顕著なフィンランドと韓国 

次に、イノベーション指標のうちインプットにあたる５つの中項目について、それぞ

れ点数が高い上位国の情況をみてみる。 

 

（ア）制度環境 

まず、「制度環境」は、政治・規制・ビジネスの制度環境の指標からなり、イノベーシ

ョンが起こりやすい制度的基盤が確立している国ほど上位にランクインされる指標であ

る（第2-2-3表）。これによると、上位には前節で取り上げたフィンランドを含めた北欧

を中心としたヨーロッパの国々が目立つ。この点においては、ドイツや韓国は20位以下

に位置している。 

第2-2-3表 制度環境 

 

 

 

 

  

これに関連して、起業しやすい制度・規制と起業５年未満で特許を出願した企業につ

いてみると、上記同様、やはり北欧を中心としたヨーロッパ諸国が上位を占めており、

制度環境の充実度が特許に代表されるイノベーションのアウトプットを生み出しやすい

関係にあることが確認できる（第2-2-4図）。 

 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 
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第2-2-4図 起業指数及び起業５年以下企業の特許指数（10年）： 

北欧を中心としたヨーロッパ諸国が中心 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）人的資源及び研究調査 

次に、「人的資源及び研究調査」は研究者や教育・研究開発費（Ｒ＆Ｄ）に代表される

ような研究環境が充実している国ほど上位にランクインする性格の指標である（第2-2-5

表）。これによると、やはり北欧諸国が上位に入っているのが分かる。なお、韓国もこの

指標を構成している研究開発の点数が特に高いため、上位に入っているとみられる。 

実際、各国の研究開発費のＧＤＰ比率を確認すると、ほかの北欧諸国と並んで韓国の

比率の高さが目立っている（第2-2-6図）。また、政府の科学技術予算をみても、ＧＤＰ

比でみて各国ともそれほど大きな差はないものの、フィンランドや韓国では世界金融危

機後も一定規模が保たれた結果、他国より相対的に高い位置を占めていることが分かる

（第2-2-7図）。 

 

第2-2-5表 人的資源及び研究調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 
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（備考）1.ＯＥＣＤより作成。

2.データの存在しない国を除き、上位15位を抽出。
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第2-2-6図 研究開発費のＧＤＰ比：   第2-2-7図 政府科学技術予算のＧＤＰ比： 

    北欧と韓国が際立っている            韓国の増加が目立つ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、人的資源に関連して、就業者1,000人当たりの研究者数をみると、フィンランド

が突出しているとともに、韓国の伸びも目立っていることが分かる（第2-2-8図）。 

 

第2-2-8図 就業者1,000人当たりの研究者数：フィンランドが突出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）インフラ設備 

 次に、「インフラ設備」の指標は、エコロジカル持続可能性・情報通信技術（ＩＣＴ）・

一般設備の項目から構成されるが、やはりＩＣＴ関連設備の点数の高さから、北欧諸国

や韓国が上位にランクインしている（第2-2-9表）。 

 

第2-2-9表 インフラ設備 

 

 

 
（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 
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 この傾向は、ブロードバンド設備の普及度合いからも確認できる（第2-2-10図）。とり

わけ、ビジネス利用、家庭利用ともに、韓国においてほぼ100％近く普及している点は注

目に値する。 

 

第2-2-10図 ブロードバンド設備の普及：韓国が突出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、「インフラ設備」の構成指標のうち、特に、ＩＣＴ技術を活用した代表的な社会

インフラである「電子政府の普及」についてみると、「インフラ設備」で上位の韓国やシ

ンガポール等、アジアのＩＣＴ先進国やアメリカ、英国等において整備が進んでいるこ

とが分かる（第2-2-11表）。 

また、更にその構成指標として電子政府の提供情報や市民からのアクセスの程度につ

いてみると、市民からの電子政府のアクセシビリティよりも政府からの情報提供の度合

いが相対的な割合として大きい（第2-2-12図）。その一方で、韓国、シンガポール、オラ

ンダでは市民から電子政府への高度なアクセスの度合いが相対的に高いことも読み取る

ことができる。 

 

第2-2-11表 電子政府の普及 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 
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2.データの存在しない国を除き、上位15位を抽出。
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第2-2-12図 電子政府の提供情報及び市民からのアクセス： 

韓国、シンガポールでは市民からのアクセシビリティが高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）市場洗練度・ビジネス洗練度 

また、残る「市場洗練度」「ビジネス洗練度」の２つの指標ではアメリカの優位性が目

立つ。例えば、「市場洗練度」ではアメリカは第２位となっている（第2-2-13表）。ここ

では、その他には香港やシンガポール等のアジアの金融センターやヨーロッパ諸国が上

位に入っている。 

第2-2-13表 市場洗練度 

 

 

 

 

 

「市場洗練度」の構成指標であるベンチャーキャピタル取引についてみても、アメリ

カはヨーロッパ諸国と並んで上位に位置している（第2-2-14表）。ベンチャーキャピタル

投資の各国のＧＤＰ比をみると、アメリカの投資規模が高いなど同様の傾向がうかがわ

れるが、とりわけフィンランドやスイスでは初期段階でのベンチャーキャピタルの投資

が大きいことも分かる（第2-2-15図）。 

 

第2-2-14表 ベンチャーキャピタル取引 

 

 

 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 
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第2-2-15図 各国のベンチャーキャピタル投資のＧＤＰ比： 

アメリカやヨーロッパ諸国が高い比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ビジネス洗練度」についてもほぼ同様の傾向がみられる。ここでは幾つかのタック

スヘイブン（租税回避地）とされる国もみられるため、それを考慮すれば、アメリカや

フィンランドが当該分野での優位性が際立っているといえよう（第2-2-16表）。とりわけ、

アメリカは同指標を構成する「産学連携度」指標が第３位と高い順位にあることも注目

に値する（第2-2-17表）。 

 

第2-2-16表 ビジネス洗練度 

 

 

 

 

第2-2-17表 産学連携度 

 

 

 

 

（ii）アウトプットの量的存在感が際立つアメリカ 

次にイノベーション活動の成果であるアウトプットや最終的なアウトカムに関する指

標についてみてみよう。  

 

（ア）特許等にみられるアウトプット 

まず、プロダクト・イノベーションといえる特許等を始めとした「知識と技術のアウ

トプット」の面では、やはりフィンランドと韓国が顕著であるが、アメリカは11位、ド

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 
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イツは12位と、第１節で挙げた主要国はほぼすべて上位にランクインしていることが分

かる（第2-2-18表）。ただし、プロセス・イノベーションといえる特許以外の無形資産や

サービス等の「創造的アウトプット」では、北欧を中心としたヨーロッパの小国が多く

を占めている（第2-2-19表）。 

 

第2-2-18表 知識と技術のアウトプット 

 

 

 

 

 

第2-2-19表 創造的アウトプット 

 

 

 

 

 

こうした特許に代表されるアウトプットに関連して、特許申請件数を申請者の国籍別

にみると、アメリカが水準的に他国を圧倒している状況が顕著に表れている（第2-2-20

図）22。アジアでは韓国も増加傾向にあるが、近年中国の申請件数の増加が目覚ましい

ことが分かる。 

さらに、特許による実際の収益力を比較するために、国際収支統計における「特許等

使用料23 」の各国の受取額をみると、アメリカが11年では1,200億ドル超と突出してお

り、２位以下を大きく引き離している（第2-2-21図）。 

これらから、アメリカは、特許申請件数の多さもさることながら、後述するような同

国のグローバルブランドの世界展開による利用頻度の高さも特許等使用料といった収益

力の増加に結びついている可能性があるとみられる24。 

 

 

                         
22  以下、量的なアウトプット指標においてアメリカは圧倒的上位にあるにもかかわらず、アウトプットランキングで

は必ずしも上位に入っていないのは、それらの構成指標の多くがＰＰＰベースのＧＤＰ比でデータを算出しているこ

とが理由として考えられる。 
23 特許権・商標等の工業所有権，鉱業権，著作権等に関する権利の使用料及びライセンス契約に基づくフィルム等の
原本等の使用料を含む。 
24
 ただし、アメリカも日本も受取の70％以上が海外の親会社・子会社からのものである点に留意する必要がある（増

田（2008）） 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 

（備考）WIPO-INSEAD “TheGlobal Innovation Index 2012”より作成。 
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第2-2-20図 国籍別特許申請件数：アメリカが圧倒的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2-21図 特許等使用料（受取）：アメリカが圧倒的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、アウトプットのイノベーションを実現した企業の割合に関するデータ25 をみ

ると、プロダクト・イノベーションでは特にドイツが顕著である一方、逆にアメリカで

はその割合は相対的に低い水準にある（第2-2-22図）26。 

 

 

 

 

                         
25 ＯＥＣＤ（2009）。イノベーション活動を測定・分析する際の標準的なガイドラインであるオスロ・マニュアルに
準拠してヨーロッパで実施されている調査（Community Innovation Survey）に基づくもの。参加国は、英国、オースト
ラリア、オーストリア、オランダ、カナダ、韓国、スイス、スウェーデン、デンマーク、ドイツ、日本、ニュージー

ランド、ノルウェー、フィンランド、フランス、ベルギー、ルクセンブルク。 
26 これは、当該調査におけるイノベーション実現企業の範囲が特定企業や業種に集中している可能性もあるが、本デ

ータはアンケート調査に基づくものであることに留意する必要がある。 
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第2-2-22図 イノベーションを実現した企業の割合： 

プロダクト・イノベーションではドイツが健闘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）ブランド力や販路開拓力 

他方、イノベーションによってもたらされたアウトカムの一つとも考えられる「ブラ

ンド力」27 について、世界的に展開しているグローバルブランドを国籍別に比較すると、

アメリカが情報技術産業を中心に上位をほぼ独占し、かつ全体でも幅広い業種で圧倒的

なシェアを占めていることが分かる（第2-2-23図）。ただし、近年はそのシェアがやや縮

小していること、電機や自動車メーカーに代表される韓国企業がわずかではあるが増加

していることは注目に値する。 

 

第2-2-23図 グローバルブランドの国際比較：アメリカが圧倒的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
27 当該調査では、財務力、ブランドが購買意思決定に与える影響力、ブランドによる将来収益の確かさ、という観点

から国際的に事業展開している企業ブランドの価値を評価。 
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 また、ブランドのグローバル化と関連するのが企業の販路開拓力である。技術的にみ

て汎用化が既に進んでいる製品であっても、普及の遅れている国・地域のマーケットを

新たに開拓することにより、製品供給国サイドの成長のフロンティアを拡大することが

可能である。例えば、後述するアメリカのインターネット・コンテンツ、ドイツや韓国

の自動車、フィンランドの情報通信機器等、当該国の主力産業の一角を形成する産業は、

販路開拓力にも支えられて成長していると考えられる。 

  

２．主要国のイノベーションをめぐる特徴的事例の概観 

 

次に、第１節で検証してきた国における成長産業に着目し、各国におけるイノベーシ

ョンをめぐる特徴的な事例を具体的にみてみよう。併せて該当する産業のイノベーショ

ン創出の背景にどのような政策や制度が存在するかも確認し、「イノベーション創出」の

要件を整理する。 

 

（１）アメリカ 

（i）イノベーション政策の概況 

前節でみたように、アメリカのイノベーションをめぐる総合的な評価は、相対的には

やや低下がみられるものの、量的なアウトプットでは圧倒的な優位性をみせている。 

アメリカのイノベーションの特徴としては、研究開発投資費用が他国に比べ絶対水準

として圧倒的に大きく28、科学系論文の引用数や特許件数等の世界シェアを見ても高い

ことが挙げられる。研究開発投資を負担者区分でみると、企業が大宗を占めているが、

他の国と比べれば３割を占める政府支援（助成金含む）も厚い。また、産学間の技術移

転に関わる法規制が整備され産学連携の仕組みも発展しているほか、充実したベンチャ

ーキャピタルなどを背景にベンチャー企業による活動も活発であり、イノベーションを

促進する重要主体として機能している。 

イノベーション政策としては、04年のパルミサーノ・レポート以降、米国競争力イニ

シアティブや競争力法29 が制定され、イノベーション支援に向けた政府の政策基盤が整

えられてきた。09年には、オバマ政権により「A Strategy for American Innovation（イノベ

ーション戦略）30」が公表されており、起業支援や競争力ある市場の整備を含め、イノ

ベーションを促進する基盤構築に向けた投資や、医療やクリーンエネルギー分野、先進

製造技術等、国家の優先分野には政府としても重点投資することが目指されている。 

                         
28 全ＯＥＣＤ諸国の研究開発費用の約４割に相当。ただし、ＧＤＰ比では３％程度と韓国・日本や北欧には劣り、Ｏ

ＥＣＤ諸国の中では８番目（09年）となっている点には留意する必要がある。 
29 ブッシュ政権時に３年間の時限立法として制定されたが、11年７月に大幅な修正の後、競争力再授権法（５年間の

時限立法）として延長法が成立。競争力強化に向けて、各連邦政府機関における政策を総括的に規定している。 
30 11年には幾つかのイニシアティブが追加され、更新されている。 
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（ii）典型的成長分野 

（ア）医療分野 

アメリカは、医療分野において圧倒的な優位性を有している。世界の特許出願の傾向

を示す一つの指標であるＰＣＴ特許申請31 のシェアをみると、ほかの国と比べ突出した
シェアを有している（第2-2-24図）。また、医療を支えるバイオテクノロジーやナノテク

ノロジー分野でも、同様の優位性を保っている。 
世界的な高齢化の進展に加え、新たな医療機器の開発に伴い、疾病の予防や診断、治

療等に使用される医療機器への需要は年々増加しており、医療機器の世界市場は約５％

の成長率で拡大している。特に、新しい治療方法とそれに利用される医療機器（例えば、

心血管の閉塞に対するステント留置術）や高度な画像診断機器（ＣＴやＭＲＩ等）は次々

に開発・改良され、大きな需要を生み出している。こうした医療機器市場において、ア

メリカは約４割を占める世界最大の消費国であるが（第2-2-25図）、一方で最大の産出国

にもなっており、技術的優位性に裏打ちされた強い競争力の証左といえる。 
 
第2-2-24図 技術分野別ＰＣＴ特許シェア：   第2-2-25図 医療機器市場のシェア 

突出したシェアを有する          （11年）:約４割のシェアを占める    

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

また、世界の医薬品市場も同様に、高齢化や創薬技術の進展により、97年以降、約10

年間で2.4倍規模に成長しているが、そのうち４割をアメリカ市場が占める32。世界の新

薬の売上高上位100品目を開発国別にみると、アメリカが約半数を占めており、圧倒的な

競争力を有する。 

                         
31 ＰＣＴ国際特許出願とは、特許協力条約に基づいて、一つの出願願書を提出することによって、加盟国（146か国、

12年時点）であるすべての国に同時に出願したことと同じ効果を与える出願制度である。ＰＣＴ特許申請の方法以外

に、他国で特許を取得しようとする場合、第一国に出願後12か月は他国において優先権を主張できるパリ条約に基づ

く出願をする方法もあるが、個別に直接出願する必要がある。 
32 経済産業省（2010a）。医薬品市場は、大きく分けて医師の処方箋等を要する医療用医薬品と、そうでない一般用医

薬品に分かれており、医療用医薬品の中でも先発医薬品（新薬）と後発医薬品に分かれる。 
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アメリカの医療分野における研究開発費や特許申請件数をみても、増加傾向にある（第

2-2-26図）。ただし、増加する研究開発費に反して、新薬承認件数は横ばいないし減少傾

向にある。この理由としては、開発が容易なターゲットが枯渇したことや、臨床試験や

規制へ適合するためのコストが増加したことなどがあるとされる33。研究開発活動の多

くは民間企業によってなされるものであるが、基礎研究については、大学・研究機関と

それらの研究費を援助する国立衛生研究所（以下、ＮＩＨ）を始めとした国家的な支援

制度の存在は欠くことができない。 

新薬の開発方法は、従来は化合物をランダムにスクリーニングして治療に有効な成分

を探すというものであったが、現在では疾病の生物学的プロセスに基づく合理的な創薬

手法が主流になってきている。例えば、がん細胞など特定疾患の発生・増殖のメカニズ

ム、そこで働く遺伝子・タンパク質等を解明し、その治療方法を探索するというもので

ある。そのため、バイオテクノロジーなど基礎研究・学術研究分野からもたらされた成

果とそれを分子標的薬として応用する独創的なアイディアが重要になる34。 

このように創薬過程において基礎的な研究が重要になってくるのに対応して、新薬の

開発で公的な研究費が占める重要性が高まっていると指摘されている。大学の研究費用

の内訳をみると、ライフサイエンスの分野は約６割のシェアを占め、更にその６割が連

邦政府の助成を受けている（第2-2-27図）。すなわち、政府が、大学・研究機関などで行

われる基礎・応用研究を助成金の形で財政支援し、そこから産み出された学術的成果や

アイディアを民間企業が分子標的薬に応用、製品化する構図となっている。 

なお、医療分野については、アメリカの国家的な優先分野として、従来から重点的に

財政支援が行われてきている。連邦政府の研究開発資金をみると、研究開発予算の半分

以上は国防予算開発分野に投入されるが、非軍需分野では予算の約５割が、保健衛生分

野に重点配分されている（第2-2-28図）。 

 

第2-2-26図 医療医薬品の研究開発費：年々増加傾向に 

 

 

 

 

 

 

 

                         
33 Morton and Kyle (2011)。 
34 Scherer（2010）によれば、医薬品産業は、大学機関等から発表された論文を引用する量が他産業と比べて圧倒的に
多く、学術的成果からのスピルオーバー効果が大きいとしている。 
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第2-2-27図 大学機関の研究費内訳：   第2-2-28図 政府Ｒ＆Ｄ支出内訳（非軍需）： 

      政府支出が厚い          保健衛生分野が約５割のシェアを有する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）医療分野イノベーションの中核を担うＮＩＨ 

保健衛生分野に向けた政府助成金は、そのほとんどがＮＩＨを通じて支給されている。

ＮＩＨは、保健福祉省に属する研究機関であるが、一つの研究所ではなく、国立がん研

究所（略称ＮＣＩ）や国立アレルギー・感染症研究所（同ＮＩＡＤ）等それぞれ専門性

をもった27の研究所・センター(ＩＣｓ)の集合体である。年間約300億ドルも配分される

予算は、これらの傘下の研究所を通じて研究支援等に使われる。こうしてＮＩＨは、癌

やエイズなど特定の疾患からゲノム解明まで多様な分野をカバーしており、特に、近年

はゲノムや脳科学など、疾病横断的な分野を重点的に採り上げるようになっている。 

ＮＩＨの予算の内訳をみると、10％程度がＮＩＨ に所属する6,000人に上る研究者が

行う所内活動として充てられるものの、８割以上は、米国内外の3,000以上の大学や研究

機関などへの研究助成金（外部助成金）として配布されている（第2-2-29図）。特に、そ

の中でも、研究者個々のアイディアや研究に対して支援を行うＮＩＨグラントには多額

の予算が配分されており、アメリカ国籍の有無にかかわらず国内外から申請できるなど、

グローバルに開かれたグラントとなっている35。ＮＩＨグラントは、研究実施者からの

申請を受けて、専門の科学者により、価値や独創性、実際の医療等への還元方法等を厳

格に審査される（ピア・レビュー）。膨大な申請件数のうち採択される数は少なく、極め

て競争的である。こうした助成金の申請制度自体が大学機関や研究者の質的向上を促す

よう機能しているとも考えられている36。 

 

                         
35 グラント申請にあたって、企画書を書くのは主任研究者であるが、申請する主体となるのは団体（organization）で
ある。公的団体か私的団体か、あるいは、営利団体か非営利団体かは問わない。また、外国の団体も申請可能である。

なお、ＮＩＨグラントを使用して行った研究から生まれた知的財産はＮＩＨではなく、グラント取得者に属する。 
36
 ＮＩＨグラントでは、研究に関わる直接経費以外に間接経費も支給されるため、大学にとってはグラントを取得で

きる有能な研究者を集めることが重要であり、研究者にとっては、ＮＩＨグラントを取得することがポジションを確

保する重要な方途となっている。 

ライフ
サイエンス

分野
60％

政府支出
(助成金含む)

59％

その他支出
41％

その他
科学技術

分野
40％

（備考）ＮＳＦ（2012）より作成。09年の値。

＜分野別＞ ＜支出負担別＞



－ 156 － 

第2-2-29図 ＮＩＨの予算内訳（12年）  

（１）用途別              （２）テーマ別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＩＨが注力するのは基礎研究である。これは、単に民間部門との棲み分けを図るた

めではなく、原理・メカニズムの探求こそが治療方法を開発するために必要であるとの

認識によるものでもある。確かに、創薬にあたって、生物学的原理や発症メカニズム等

を探求するといった基礎的アプローチは、実際の治療に結び付くまでの懐妊期間が非常

に長く、大きな不確実性を伴うものであるため37、基礎研究は政府支援がなければでき

ない分野であるといえる。 

こうした原理・メカニズムの探求というスタンスは、厳格なプロトコル38 に従って強

力かつ広範に進められる臨床試験とともに医学研究に大きな影響をもたらしている。Ｎ

ＩＨは、世界最大規模の臨床専門施設を有しているだけでなく、アメリカ内外の病院や

研究機関とも契約して臨床試験を行っている。こうした委託契約プロジェクトはホーム

ページ上で公開され、14万件以上もの研究が実施されるなど、アメリカ内外で大規模に

臨床試験が行われている。このようにして、最先端の基礎研究の結果を臨床に反映させ

るとともに、臨床から基礎研究へ情報を還元することで、ＮＩＨはアメリカ医療の発展

に寄与している。また、最先端医療は世界中から有能な医師や留学生を集めることにも

繋がり、こうした人材の集積が更に医学研究を促進するという好循環を形成している。 

以上みてきたように、アメリカの医療分野においてＮＩＨが果たす役割は大きい。そ

の背景としては、巨額の資金が基本としてあるが、加えて以下のような要因が指摘でき

よう。  

                         
37
 例えば、がん研究の場合、80年代頃からがんの発生や増殖のメカニズムが解明されてきているが、それが分子標的

療法という形で実際の治療に本格的に適用されるようになったのは2000年代に入ってからである。また、様々な分子

標的療法が試みられているが、実際には有効でなかったり思わぬ副作用があったりする場合もある。 
38
 例えば、新しい薬や治療方法が有効であり、かつ、副作用も少ないものであるかを厳密に検証する方法として無作

為化比較試験（Randomized controled trial）があるが、その実施にあたってＮＩＨは無作為化の方法や結果の判定方法
などに厳格なプロトコルを設定している。 

上位ランキング テーマ 年間予算（億ドル）

1位 臨床研究 109.5

2位 遺伝学 76.3

3位 バイオテクノロジー 60.9

4位 予防 59.2

5位 がん 56.2

13位 バイオエンジニアリング 35.0

14位 臨床治験 32.1

（備考）１．ＮＩＨ（2012）より作成。

２．テーマ別予算額（12年度）は複数項目で重複計上

されている。

外部助成金

81％

内部費

19％
研究トレーニング

３％

研究プロジェクト助成 53％

その他研究助成 ６％

研究センター助成 10％

研究管理・支援

５％

研究開発契約

10％

その他 ３％

所内研究

11％

ＮＩＨグラント
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第一に、生物学的原理や発症メカニズムの探求や、厳格なプロトコルに基づいた臨床

手法を推進したことである。これら医学研究に対するＮＩＨのアプローチは、圧倒的な

規模のグラントとあいまって、内外を問わず優秀な人材を呼び込むよう機能しており、

アメリカの医療分野の競争力を支える大きな要因となっていると考えられる。 

第二に、研究のガバナンスが挙げられる。競争的な採択や公正な評価等の手続きが厳

格であることは当然であるが、グラントの採択は科学者によって決定され、また、個々

の科学者も研究内容等に関して自律性を与えられるなど、研究のコントロールが科学者

のコミュニティに委ねられている。 

第三に、ＮＩＨ自身は基礎研究に注力しているが、後述のように、それを商品化まで      

もっていく民間企業との連携が形成されていることである。特に、最近ではベンチャー

企業の役割が高まっているが、そうした民間活力がなければ基礎研究も実際の便益に結

び付かないのである。 

 

（ｂ）産学連携と中小企業の役割 

創薬において、疾患のメカニズムの解明等の基礎研究が重要になる中、アイデアを活

かしたバイオベンチャーの役割が大きくなっている。新薬は製品化され、治験や認可か

ら販売に至るまでには10～15年の長い期間と膨大な開発費を必要とする。一方で、急速

な技術進歩のため開発対象技術の変更も頻繁に起こるなど製品開発のリスクも高くなっ

ている。従来は、巨大な製薬企業が基礎研究から臨床試験、規制当局の認可の取得、製

造と販売促進まで、垂直的に統合した活動を行っていたが、近年では、バイオベンチャ

ーが創薬あるいは臨床試験の段階を担当し、大手製薬企業が後にその新技術を獲得して

製品を大量生産し、また、販売促進活動を行うという循環が生まれている。 

また、こうしたベンチャー企業の育成には、産学の連携を欠かすことができない。バ

イオベンチャーが集積するクラスターがアメリカ国内数か所に創出されており、例えば、

ノースカロライナでは、60年代より州政府主導の下リサーチパークとしてクラスターが

発展している。そこではノースカロライナ大学など３大学と研究機関等が研究協力して

いるほか、医療・ヘルスケア人材輩出のためのプログラムが実施されている。州政府は

バイオベンチャーを振興しており、既存企業からスピンオフした人材がバイオベンチャ

ーを立ち上げ、多数のバイオ研究関連サービス企業が設立される。その結果、アメリカ

ではバイオテクノロジーに関して、中小企業を中心に圧倒的な数の企業が設立されてい

る（第2-2-30図）。 
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第2-2-30図 バイオ関連企業と中小企業：圧倒的な数の企業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機器分野でも、中小企業が画期的な新技術やイノベーションを実現する役割を担

う。商務省によれば、医療機器メーカーの６割が従業員20名に満たない小規模規模企業

であるが、医療機器産業の企業買収額は年々増加傾向にある中で、大企業がこうした中

小企業の技術を獲得していると指摘される39。すなわち、大企業はこれまで培ったノウ

ハウを活かし、中小企業から獲得した新技術を実際に市販できる製品に仕上げ、巨額の

予算を要する臨床試験を経て、医療機器の規制当局の承認を得、世界中に広がる販売ネ

ットワークを通じて製品を市場に展開している。 

このようにアメリカでは、シーズを商業化する過程でのベンチャー企業の役割は大き

く、その技術を大企業が獲得することによって製品化、世界中に拡販することで、医療

分野の世界的な競争力を生んでいるといえる。 

 

（イ）インターネット・コンテンツ分野 

圧倒的なシェアを誇る検索エンジンやソーシャルメディア、誰でも簡単に映像をネッ

トで共有できる動画交換サイトや、プラットフォームの提供により流通革命をもたらし

た巨大な電子商取引市場等、インターネット・コンテンツ40 にかかわる新規創造物の多

くがアメリカから生み出されている。また、その多くがベンチャー企業から生まれたも

のであり、現在でもモバイル決済やオンラインストレージ等の新たな分野で急成長する

ベンチャー企業が多数存在するなど、新しい技術・サービスが生まれ続けるアメリカは、

こうした分野での競争力が高い。ただし、こうしたネットワークを介した新しい技術や

サービスは、様々な業種・分野に幅広くわたっており、ライセンスや広告収入等の付加

価値を獲得する方法もそれぞれで異なるため、それらマーケットの全体像を捕捉するこ

とは必ずしも容易ではない。 

                         
39 日本貿易振興機構（2012）。 
40 このインターネット・コンテンツとは、ネットワークやプラットフォームを介して創出される情報・サービスを指

し、電子商取引や電子メール等も含む。 
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２．アメリカのみ09年、その他の国は10年の数値。
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この状況を把握するための１つの例として特許・ライセンス使用料をみると、前述の

とおり、アメリカは他国と比べ圧倒的に高い水準となっている（前掲第2-2-21図）。同国

の特許・ライセンス使用料の内訳をみると41、財生産に使用される特許及びライセンス

の使用料である「工業プロセス」と、一般的に使用されるコンピュータ・ソフトウェア

を利用及び流通させる権利の許諾から得られる使用料である「汎用コンピュータ・ソフ

ト」の金額が突出して大きい。特に、汎用コンピュータ・ソフトは「受取」が「支払」

を大きく上回っており、増加する特許使用料をけん引している（第2-2-31図）。すなわち、

同国のソフトウェア関連製品が世界各国の市場で流通し、受取額を拡大させているとい

える。 

第2-2-31図 特許・ライセンス使用料の内訳と推移：ソフトウェアがけん引 

   （１）受取・支払の内訳              （２）受取額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）拡大するインターネット市場 

アナログからデジタルの転換により、日々の生活がデジタル情報に取り囲まれ、高精

度な画像や楽曲、動画までがインターネット上で共有される中、生成及び複製されるデ

ジタルデータの量は、10年には世界で1.2兆ギガバイトを既に超えており、わずか５年間

で約10倍と破竹の勢いで増大している。また、こうした動きと連動して、世界各地でス

マートフォンの普及が進み、携帯電話販売台数に占めるスマートフォンの比率は11年の

約３割から15年には５割を超える見通しとなっており42、タブレット端末とそれに伴う

電子書籍市場も急成長をみせる。 

こうした中、インターネットを媒介として広告費用は着実に増加している。インター

ネットやＴＶ、新聞等を含む全メディア広告の世界市場は、５年間で年間平均約６％の

                         
41 アメリカ商務省が発表する特許使用料に関する統計では、「工業プロセス」、「商標」、「フランチャイズ料」、「汎用コ

ンピュータ・ソフトウェア」、「テレビ・映画等の放送」等の８項目に分類される。 
42 デジタルデータ量についてはＩＤＣ社調査、スマートフォンの比率についてはガートナー社調査に基づく。 
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伸びで拡大すると予測されている43。その中でも、インターネット広告費用は５年間で

年間平均15.9％増加する一方、それ以外の支出の伸びは抑えられ、インターネット広告

のシェアは16年には約30％まで拡大する見込みである（第2-2-32図）。インターネット広

告市場の内訳をみると、分野別で４割以上の高いシェアを占めているのが検索分野での

広告収入であり、この分野ではアメリカ企業が世界シェアの実に８割以上を占める44。

また、国別では、世界のインターネット広告市場の３割以上のシェアをアメリカが占め

ている。アメリカ市場では上位10社で７割以上のシェアを有しているといわれ、世界市

場でみてもこうしたアメリカ企業が高い競争力を有していると考えられる。 

 

第2-2-32図 世界の広告市場とインターネット広告の割合： 

インターネット広告市場が拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラウドやビックデータといった分野にけん引され、世界のソフトウェア市場も拡大

している。世界のソフトウェア市場はベンダー上位５社で４割のシェアを有していると

され、そのうち４社はアメリカ企業である45。また、パソコンやスマートフォンのＯＳ

では、それぞれアメリカ企業が８割以上の世界シェアを有しており、その他、パソコン

やスマートフォンの心臓部であるＣＰＵでもアメリカ企業は従来から高いシェアを誇る

など、こうしたプラットフォーム技術の競争力は高い。 

また、もともとアメリカは、言語による障壁が低いこともあるが、ハリウッド映画等

に代表されるようにコンテンツ分野に競争力を有し、娯楽・文化サービス輸出の貿易特

化指数は他国と比べても高い（第2-2-33図）。電子商取引等を含むインターネット・コン

テンツの強さの背景には、映画や音楽等これまで非デジタルなコンテンツビジネスで培

った表現力・技術力も、一定の効果を果たしているものと考えられる。 

 

                         
43 ＰｗＣ（2012a）。 
44 検索分野の世界シェアは総務省（2012）を参照。なお、インターネット広告市場の分野別では、検索広告の次に、

バーナー広告/ディスプレイ広告のシェアが大きい。 
45 ＩＤＣ（2013）。12年の世界のソフトウェア市場は前年比3.6％と、過去２年の伸びからは半減するものの、堅調に

増加しており、ビックデータやデータ分析の需要を受け、アプリケーション開発・実装の伸びが高いとされる。 
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第2-2-33図 娯楽・文化サービスの貿易特化指数（10年）：アメリカの競争力は高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）インターネットビジネスを支える充実したインフラの存在 

アメリカ特有のインフラ環境も、強さを支えていると考えられる。この分野では、医

療分野のように重点的に政府の予算が配分されておらず、多額の研究助成金も直接配布

されてはいない。ただし、政府はイノベーション政策の一環として、起業支援や競争力

のある市場の整備を含め、イノベーションを促進する基盤構築に向けた投資を従来から

行ってきており、こうした基盤がこれらの分野の強さを支えている。 

アメリカは古くからインターネットの普及が進んだ国の一つであり、ＯＥＣＤの中で

も普及率は高い。さらに、政府は、最先端のワイヤレステクノロジーとアプリケーショ

ンに関わるイノベーションを促進すべく、次世代ワイヤレスブロードバンドネットワー

クの展開を進める46 など、インフラ環境の整備も進めている。また、誰でも必要な情報

にアクセスできるよう、電子政府等でデータの提供・公開を促進している。具体的な事

例として、連邦政府の公開ホームページであるData.govは、データの検索、利用等の機

会を広く与えることにより、新事業創出を促すことを試みている。 

また、アメリカでは、シリコンバレーに代表されるような、イノベーションクラスタ

ーが西海岸を中心に発達しており、これらの地域から、ベンチャー企業が次々に生まれ、

新たな技術・サービスが創出されている。前項でもみたように、アメリカは、ベンチャ

ーキャピタルはＯＥＣＤ上位５位に入るほど充実しているが、特にこれら地域への投資

額は大きく、ベンチャー企業の活動を支えている47。また、こうした地域では、専門の

研究者、法曹、業界リーダー等との幅広いネットワークが形成されており48、起業家は

各専門家と協力して最先端の製品を育てることができる。これらの地域に立地する大手

                         
46 具体的には、ワイヤレスイニシアティブの一環として、最先端のワイヤレステクノロジーとアプリケーションの研

究開発を促進するために、現在使われていない周波数の開放や、そのライセンス収益による最先端のワイヤレス技術

とアプリケーションのＲ＆Ｄ加速のためのワイヤレス・イノベーション・ファンドの設立等を行っている。 
47 全米のベンチャーキャピタル投資額の約３割がシリコンバレーに投資されており、シリコンバレーでは毎年17,300

社（95～10年までの平均値）が新規に開業しているとされる。 
48 エンジェルキャピタルの投資家にとっても、法律・財務の専門家とネットワークを形成する中で、ベンチャビジネ

スプランを評価し、投資することができる。 
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２.（輸出額－輸入額）/（輸出額＋輸入額）×100から算出される数値で、

輸出競争力を示す。最も競争力がある場合の係数は100、最も競争力が

ない場合の係数は-100 となる。
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2．供給量は国内生産量と輸入量の合計。

（年）

（兆立法フィート） （％）

ＩＣＴ企業は、ベンチャー企業の技術の買い手であると同時に、ベンチャー企業へのス

ピンオフの人材源となり、また新たなベンチャーを育成させる。 

 

（ウ）シェールガス・オイル分野 

 イノベーションを、産業構造の変化や競争力強化を通じた産業の成長拡大、なかんず

くＴＦＰの伸長に繋がるものとして捉えた場合、シェールガス・オイルの採掘技術開発

とその生産の拡大も、アメリカで進行中の大きなイノベーションの一つであると考えら

れる。 

 

（ａ）採掘が進むシェールガス・オイル 

もともとシェールガスの存在は19世紀頃から認知されていたが、2000年代に入って、

地層を水平に掘る「水平採掘法」や圧力をかけて頁岩に亀裂を入れる「水圧破砕法」と

いった新しい技術が開発され、漸く採掘コストの採算にあう掘削方法が確立された。以

降、アメリカでは大幅に採掘が進み、06年以降、シェールガスの生産量は年間平均60％

増と大幅に増加する中で、そのプレゼンスは急速に高まっており、30年にはアメリカの

天然ガス供給量の約５割を占める見込みである（第2-2-34図）。シェールガスの増産によ

り、世界の天然ガス生産全体に占めるシェア（12年）は２割に達し、第２位のシェアを

誇るロシアを引き離しつつある。こうした中で、需給バランスが緩んだ結果、天然ガス

価格は伸び悩んでおり、今後も原油価格とかい離し続けることが見込まれる（第2-2-35

図）。 

 

第2-2-34図 シェールガスの生産見通し：   第2-2-35図 原油と天然ガス価格の見通し： 

         増加が続く               伸び悩む天然ガス価格 
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こうした天然ガスの生産増加と価格の低下は、アメリカの産業構造や貿易面等に大き

な影響を及ぼす可能性があるとされる。すなわち、シェールガスの掘削技術開発自体が

１つのイノベーションであると同時に、シェールガスや同掘削技術を転用したシェール

オイルの増産が、アメリカの産業構造や他産業の成長、ひいては経済全体の成長に結び

付くことになれば、かつて90年代にさまざまなイノベーションをもたらしたＩＣＴ革命

と同様に、シェールガスの増産が進むこと自体が、大きなイノベーションに位置付けら

れるとも考えられる。 

 

（ｂ）産業や貿易への影響 

天然ガスは用途別にみると、30％強を占める発電向けが最も多く、天然ガスの価格の

低下は電気料金への影響が大きい。電気料金が抑制されれば、電力投入比率の多い鉄鋼・

金属部門を中心に、様々な業種が価格面での影響を受けると考えられる49。特に、発電

エネルギー源としての天然ガスのシェアは近年増加していることから、今後更に電気料

金が下がる可能性も指摘される（第2-2-36図）。 

エネルギーコストの低下以外に、化学産業にとっては、原材料コストの低下にもつな

がる。シェールガスの副産物として産出される天然ガス液（ＮＧＬ）50 は、エチレン化

学基礎製品に加工され、その後、プラスティックやゴム、繊維、塗料等、幅広い化学製

品に使われる。ガスと共にＮＧＬの生産量が拡大する中で、これら化学製品の原料コス

トも押し下げられ、ナフサ等の原油を由来とした原材料を主とする日本やヨーロッパの

化学産業に対し、アメリカの競争力を強化させる可能性がある51。実際に、アメリカ大

手化学メーカー数社からは国内でのエチレン工場の新設が発表されている。 

 

  第2-2-36図 発電用エネルギーのシェア推移：天然ガスのシェアは増加 

 

 

 

 

 

 

 

                         
49 商務省が公表する産業連関表によれば、付加価値に占める電力消費比率、天然ガス消費比率がともに、鉄鋼・金属 

部門でもっとも高く、次いで紙・パルプ業が高い。 
50 ＮＧＬは天然ガスとともに産出される天然ガス炭化水素副産物のことで、常圧で液体である天然ガソリンに加え、

エタン、プロパン、ブタン等も含めたもの（日本のＮＧＬの定義と若干異なる）。 
51 ＰｗＣ（2012b）によれば、天然ガス価格が従来の１／４まで減少することで、アメリカのエチレンの製造コスト

を１／３に低下させ、原油の最大産油国であるサウジアラビアのそれを下回ると試算している。 
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コスト面に加えて、インフラ投資等により、シェールガスの生産拡大自体から直接的

に影響を受ける業種もある。まず、採掘に伴ってパイプラインが必要になるため鉄鋼パ

イプの需要は拡大する。そのほかにも、ガス精製プラント施設の増設、パイプライン以

外での輸送能力の拡充、ガス貯留施設等インフラ関連設備が拡充すると見込まれ、全米

天然ガス協会によれば、採掘作業等の上流工程を除いた投資だけでも、35年までに約

2,000億ドル規模の投資が必要と試算されている。また、先の発電エネルギーシフトの動

きを受けて、タービン等の天然ガス発電装置の需要も拡大しているとされる。 

シェールガス生産拡大は、アメリカ自身のみならず世界の貿易面にも大きな影響を与

える可能性がある。天然ガスの名目輸入額(11年)は、輸入額全体に対して１％以下に過

ぎないが、国内供給の増加と価格下落により、05年比では▲61％と大幅に減少しており、

特に、その大部分を占めるカナダからのパイプライン輸入は激減している（第2-2-37図）。

今後、ＬＮＧ輸出設備が徐々に新設される中、20年には天然ガスの純輸出国になる見通

しも示されている。 

ただし、将来の輸出の増加に向けては、戦略物資として現段階では基本的に認められ

ていない天然ガスの自由貿易協定未定結国向けの輸出が、今後認可されることが前提と

なる。一方、輸出増加により国内ガス価格が大幅に押し上げられれば、コスト低下には

つながらないとして、その影響を巡っては賛否が分かれており52、輸出の認可が速やか

に進められるかはいまだ不透明な状況である。 

 

第2-2-37図  天然ガスの名目輸入額：大幅に減少 

  

 

 

 

       

 

 

 

シェールガスの採掘技術は、非在来石油であるシェールオイルの採掘、生産にも活用

できる。特に、12年は天然ガス価格が低迷する一方、原油価格が高止まりしていること

を背景に、採掘開発事業者がシェールガス採掘からシェールオイル採掘に事業をシフト

する傾向が指摘されている（第2-2-38図）。ただし、アメリカにおけるシェールオイルの

                         
52 国内ガス価格の上昇以外にも、為替による副作用も懸念される。アメリカの場合、為替相場は内外金利差等からの

影響も強くうけるものの、シェールガスやオイル増産によるガスや原油輸入の減少、経常赤字縮小を通じてドル増価

が大幅に進むことになれば、国内製造業の国際競争力を損なわせてしまうおそれもある。 
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推定採掘可能埋蔵量は、世界全体の原油埋蔵量の２％程度に満たないとされる。今後の

生産見通しとしては、30年には天然ガス供給量の５割を占めるまで増加を続けるシェー

ルガスとは異なり、20年にピークを迎え、アメリカの原油供給量に占める割合は長期的

に15％程度に留まる見通しとなっており（第2-2-39図）、シェールガスほどの大きな影響

力はないと考えられる53。 

 

第2-2-38図 原油と天然ガスの生産：   第2-2-39図 シェールオイルの生産見通し 

  天然ガス生産のテンポが鈍化           20年にはピークを迎える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）採掘が進んだ背景と緒に就いた政府支援 

次に、アメリカでシェールガスの掘削が世界に先駆けて大きく発展した背景について

考察する。 

シェールガスは世界各地に膨大な量が賦存しているが（第2-2-40図）、その掘削は進ん

でいない。アメリカのみが他国に先行している理由は、前述の掘削技術の新規開発によ

るところのものが最も大きいが、ほかにも幾つかの要因があるとされる。まず、国内に

張り巡らされているパイプライン網や、天然ガスを円滑に取引できる市場等、既にイン

フラが整備されていたことが挙げられる。また、アメリカでは、土地所有者に地下資源

が帰属しているため、採掘にあたり開発事業者と土地所有者との利害衝突が起こりにく

いことや、リース鉱区が自由に取引されるため、開発事業者が比較的容易に参入できる

といった条件も指摘される。採掘技術の開発以外にも、こうしたアメリカ特有の要因が

採掘を推し進めた部分もあり、当面はアメリカ以外での生産は進みにくいとみられる。 

 

                         
53 なお、中東地域からの輸入を含め、アメリカの原油輸入が減少することで、政治的なインパクトが大きいと指摘す

る向きもある。 
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第2-2-40図 シェールガスの地域別分布：世界中に賦存 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シェールガスについては、採掘技術の開発を担ったのは独立系中小企業であり、前述

の医療分野やインターネット・コンテンツ分野とは異なり、基本的には民間主導で進め

られてきたと考えられている。10年末頃から、大手石油会社がこれらの企業を買収する

など動きを活発化させる一方で、アメリカの予算教書には13年度予算以降はじめて「シ

ェール」の単語が登場する。これまで政府は再生可能エネルギー及びエネルギー効率化

に予算を分配してきており、現在もこうした政策には大きな変更が加えられない一方で、

12年以降、シェールガスを含めた非在来型天然ガス開発を支援する方針が示されている
54。なお、14年の予算教書では、パイプライン敷設計画の承認のほか、非在来型国産天

然ガスの新規技術、特に健康・安全・環境に適した技術開発に4,500万ドル予算を配分す

ることとしており、政府として支援を織り込んでいるものの、予算額としては決して大

きなものとはいえない。 

 

（d）生産拡大に向けた課題 

これまでみてきたシェールガスの今後の生産の拡大には、以下の前提が必要である。

一つは、生産コストを上回るガス価格水準が継続することであり、もう一つは水圧破砕

法がもたらす大気や地下水への環境汚染懸念問題への対策として、更なる技術開発と法

規制の整備が進められることである。 

シェールガスの掘削事業者は独立系中小企業も多いため、輸出を含めた全体需要が伸

びず、供給超過により国内ガス価格が低迷する場合、事業者の採算性の観点から、シェ

                         
54 オバマ大統領は、12年４月に、非在来型国産天然ガス開発に関する大統領令を発令し、非在来型国産天然ガス開発

が雇用創出のほか、石油依存度低下と環境負荷低減にもつながるとして、省庁をまたぐ作業部会を設置し、開発を後

押しする方針を表明した。 

（備考） ＥＩＡ（2011）より作成。
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ールガスの生産量が想定通りに拡大しない可能性がある。実際に12年には天然ガス価格

の下落に伴い、天然ガスの掘削は増加テンポが鈍化している（前掲第2-2-38図）。 

また、環境面での対策整備も不可欠である。水圧破砕に用いられる液体には化学物質

が含まれているため、地下水等に与える影響が懸念されており、今後も汚水処理技術の

向上等が求められている。また、開発が進んでいるアメリカにおいても、水圧破砕法に

よる掘削禁止を始め環境規制を採る州が幾つかあり、開発が抑制される可能性も指摘さ

れる。環境保護庁（ＥＰＡ）は12年４月に水圧破砕での汚染物質排出に関する基準を発

表しているほか、水圧破砕で排出される廃水の処理に関する国家基準を今後発表する予

定としており、採掘事業者はこれらを順守する必要もある。 

このように、結果的に民間主導で進められてきたシェールガスの技術革新であるが、

今後、シェールガスの増産が産業構造の変革や産業の成長拡大につながり、ひいては、

アメリカの経済成長を大きく伸ばす壮大なイノベーションにまで至るかは、現状では不

確定要素も多く、今後のシェールガスの生産推移いかんによるところが大きい。特に、

輸出認可をめぐる問題は、天然ガスの需給や価格に与える影響が大きい。政府は、輸出

に対する方針を近く判断することとしているが、それ次第では今後のシェールガスの生

産量も大幅に変動し、それに伴う影響も大きく変わってくる。エネルギーコストや原料

コストの低減を受けて、アメリカ産業全体の競争力にも影響が及ぶ可能性もあることか

ら、シェールガス生産をめぐる今後の動向が注目される。 

 

（２） ドイツ 

 

（i）イノベーション政策の概況 

ドイツは、前節のイノベーションランキングでは上位に位置するものの際立った動き

がみられなかったが、ドイツ独自の社会事情から強化が必要な産業や従来から競争力の

強い産業も含んだ重点分野に対してイノベーション政策を推進している。以下では、そ

うした取組について概観する。 

ほかのＥＵ諸国と同様、ドイツのイノベーション政策はまずＥＵ全体のイノベーショ

ン政策から規定される。ＥＵでは2000年３月に、「10年までに、より多く・より良い雇用、

より強い社会的結束、環境への配慮を伴った持続可能な経済成長が可能な、世界で最も

ダイナミックで競争力のある知識基盤型経済になること」を目的とした「リスボン戦略」

が採択された。しかし、目標に掲げられた研究開発費ＧＤＰ比３％は達成に至らず、Ｅ

Ｕ全体では1.86％（2000年）から1.92％（08年）とわずかに増加しただけであり、比較

的同比率の高いドイツも2.69％（08年）と３％の目標には達しなかった。欧州委員会は
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10年に同戦略の評価文書を公表し、「主な目標として掲げられた雇用率70％や研究開発費

ＧＤＰ比３％等は達成できなかったものの、ＥＵに良い影響を与えた」としている55。 

10年６月にはその後10年間のＥＵの経済・社会に関する目標を定めた新戦略「Europe 

2020」が採択された。ここでは３つの優先事項として、(1)知識とイノベーションを基盤

とする経済の発展、(2)資源を効率的に利用しつつ環境に配慮した競争力のある経済の促

進、(3)就業率の高い経済を促進し社会的・地域的結束をもたらす包括的成長、が掲げら

れ、加盟国は同戦略に沿った形で各国の行動計画を毎年策定、実施することとなってい

る。特にイノベーション分野では、同年に「イノベーション・ユニオン56」が取りまと

められ、あらゆる分野・地域での連携強化を目指している。 

ドイツでは更にイノベーション分野における独自の戦略として「The High-Tech 

Strategy for Germany 2020」を10年７月に策定し、５つの重点課題領域を設定した（１．

エネルギー・環境産業、２．健康産業、３．自動車産業、４．防衛産業、５．情報通信

産業）。また、産学官の連携を深めることを目的とした「コンピテンス･ネットワーク57」、

「先端クラスター・コンペティション58」、「イノベーション･アライアンス59」等の政策

やコンペティションを通じたネットワークやクラスターの形成を推進している。 

 

（ii）エネルギー分野で進むイノベーション 

ドイツは再生可能エネルギーの導入に極めて積極的である。その社会的背景として、

60年代に起きたルール工業地帯での煤煙による公害や86年のチェルノブイリ原発事故か

ら高まった環境意識の向上が挙げられる。91年に制定された「再生可能エネルギーから

生産した電力の公共系統への供給に関する法律（電力供給法）」では再生可能エネルギー

から生産された電力の買取義務を電力供給業者に課し、同法を改訂する形で2000年に制

定された「再生可能エネルギー法」では、変動価格であった買取価格を固定価格買取制

度によって一定価格を補償することで導入を促した。 

また、脱原発を政策目標に掲げる緑の党が社会民主党と連立政権を担った98～05年は

様々な政策が打ち出され、98年にはエネルギー事業法（35年制定）を改正し電力市場の

全面自由化を実現、02年にはすべての原子力発電所を20年代前半までに順次閉鎖すると

                         
55 European Commission（2010） 
56 10年10月に欧州委員会から公表された。産学官のイノベーションの取組を結合し、経済社会成長と雇用創出を促進
することを目標としている。 
57 イノベーションのネットワークを作る取組。９つの研究分野及び８つの地域から成り、各地域で各分野の特徴を活
かす取組を支援している。大企業450社以上、中小企業6,000社以上、研究機関1,600以上、サービス提供機関1,000以

上から構成されている。 
58
 先端クラスターに選ばれた地域には５年にわたり年間最大4,000万ユーロ（計２億ユーロ）が連邦政府より支給され

るコンペティション。毎回、最大５つの優秀なクラスターが選出される。 
59
 学術界と産業界が連携して、将来の市場を担う研究とイノベーションの活性化に取り組んでいる。連邦政府から約

６億ユーロ、産業界から30億ユーロが拠出されている。 
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太陽光

した「電力の営業的生産に向けての核エネルギーの利用の整然とした終結に関する法律」

が制定された。しかし、政権交代後の10年に作成されたエネルギー計画では全原発の廃

止が平均12年延長されたものの、その後11年に発生した福島第一原子力発電所の事故を

受けて22年までの全廃が決定された。当時の原子炉の発電量はドイツ全体の５分の１を

占めていたこともあり、代替として再生エネルギーの導入が進められており、目標とし

て最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合を50年までに60％に引き上げ

ることを掲げている（第2-2-41図、第2-2-42図）。 

エネルギー分野におけるドイツの研究開発費と政府予算の推移をみると、緊縮が全体

として求められている中でも、企業の研究開発費とともに政府予算の増加傾向が続いて

おり、同分野に対する官民挙げての積極的な取組をうかがわせるものとなっている（第

2-2-43図）。    

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

第2-2-43図 エネルギー分野の研究開発費・政府予算の推移：増加傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-2-41 図 電気消費総量に占める 

再生可能エネルギーの割合: 

増加傾向 

第 2-2-42図 再生可能エネルギーの導入目標：

50年までに60％に引き上げ 
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こうした取組を通じてドイツでは特に太陽光発電の導入が進み、12年の太陽光発電の

総設備容量は世界１位となっている（第2-2-44図）。その背景には前述の固定価格買取制

度にて電力の買取を保証することで投資リスクを減らし、高額な初期設置費用の負担を

軽減したことが普及につながったとされている。 

他方、手厚い補償の影響で賦課金が上昇していることもあり、電力価格が高騰してい

る（第2-2-45図）。対応を迫られたドイツ政府は12年に再生可能エネルギー法を改正し、

太陽光発電の買取価格の引下げと、累計設備容量が5,200万キロワットに達した後は太陽

光発電の買取を中止するなどの補償体系の簡素化を図る対策を行った。また、電力価格

を抑えるために17年の固定価格買取制度の廃止が検討されるなど、従来の方針の修正も

進められている。 

 

第2-2-44図 太陽光発電の総設備容量（12年）：ドイツが圧倒的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2-45図 電力価格（３人世帯の平均電気料金）の推移：電力価格は高騰 
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